　

Ⅱ　電気工事業者の営業所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙３－２
	項　　　目
	　　　　　　　　　選　　　　　考　　　　　基　　　　　準
	調　　　　　査　　　　　事　　　　　項

	１．電気保安関係　

　法令等の遵守状況


	(1) 電気保安関係法令等が整備されており、活用され、遵守されていること。
	(1) 整備している法令等（告示、通達を含む。）の名称を調査する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
　法令等
保有状況
法令等
保有状況
建設業法　　
電気設備の技術基準の解釈
電気工事業法
内線規程
電気工事士法
建築基準法
電気用品安全法　　
消防法
電気設備の技術基準
労働安全衛生規則
　　　（どのように整備・維持・活用をしているかを、以下に記載すること。）

	
	(2) 関係官庁に対する登録又は届出等の手続きが適正に行われていること。
	(2) 諸手続きが定められた期間内に正しく行われているかどうか。また、指摘、警告を受けたことがあればその内容調査し記載するとともに、測定記録等の義務等が遵守されているか調査する。（過去１１年間に行った諸手続名及び提出日を調査記入すること。）　
年月日
項目
手続
年月日
項目
手続
登録、開始届　
標識の掲示
変更届（主任電気工事士の氏名等・代表者・住所・営業所の新設等）
帳簿の整備
帳簿の保存
電気工事士法
　  　

（過去指摘を受けたことがあれば、その年度と内容を以下に記載すること。）


	項　　　目
	　　　　　　　　　選　　　　　考　　　　　基　　　　　準
	調　　　　　査　　　　　事　　　　　項

	２．事故等の発生　
　状況　
	施工した電気工事による危険及び障害が５年間を超えて発生していないこと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	最近25年間に発生した左掲のすべての事故（当該電気工事業者の責任の有無に関係なくすべての事故）について、その内容及び被害状況並びにその責任の所在を調査し記載すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	３．危険発生の防止
　措置　
	(1) 測定器、安全防護具、工具等が十分整備されていること。　
	(1) 測定器、安全防護具、工具等の整備状況を調査し、その個数を記載すること。　

　
項目　
個数
備考
器

具

の

備

付
絶縁抵抗計
接地抵抗計
電圧計
電流計
安全防護具
工具等
（上記器具・工具等ついて、種類または個数が十分かどうかなぜその数で十分か、また活用頻度等を、備考欄に記載すること。）

	
	(2) 事故発生に備えて需要家に対する的確な応動体制及び関係者に対する連絡体制等が整備されていること。　
	(2) 規程の名称及び組織図を調査（機関決定年月日及び決定機関名を付記すること。）
制定年月日
規程の名称
決定機関名
備考
組織図添付
（組織規程、緊急時の出動要領、作業要領の保有状況があれば記載するとともに、各分担及び責任の所在についてその根拠資料を添付すること。）


	項　　　目
	　　　　　　　　　選　　　　　考　　　　　基　　　　　準
	調　　　　　査　　　　　事　　　　　項

	３．危険発生の防止
　措置
	(3) 復旧、防災訓練が実施されていること。
	(3) 最近２年間に実施した復旧、防災訓練を調査し、その回数が分かるように記載すること。
実施年月日
所要時間
参加人数
内容
（内容記載欄において、年間開催数を記載するともに、周辺地域で行われる防災訓練や自社内の通報訓練等についても記載すること。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	(4) 電気工事技術及び電気保安等の従業員教育が実施されていること。
	(4) 最近２年間に実施した従業員教育の名称、講師名（所属）、受講人数を調査し、対象の従業員について明記すること。　　　　　　　　　　　　　　　
  　（技術教育と保安教育に区別して記載すること。）　
実施年月日
所要時間
従業員教育の名称
講師名（所属）
受講
人数
対象者
（保安業務従事者のみ、それ以外の従業員を含むかどうかが分かるように記載すること。）


	項　　　目
	　　　　　　　　　選　　　　　考　　　　　基　　　　　準
	調　　　　　査　　　　　事　　　　　項

	３．危険発生の防止
　措置
	(5)所（社）内における電気工事技術関係の委員会、研究会等を設置し、かつ、活動していること。
	(5) 最近２年間の活動状況について、名称、テ－マ、参加人数を調査し、委員会や研究会の名称及び実施回数がわかるようにすべて記載すること。
　実施年月日
名称
テーマ
参加人数
　　


	
	(6) 所（社）外における電気工事技術関係の研究会、講習会等へ参加していること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	(6) 最近２年間の参加又は受講状況について、名称（開催場所）、テ－マ（主催者）、参加人数を調査し記載する。　

　年月日
名称（開催場所）
テーマ（主催者）
参加人数
　　
また、その成果を業務に反映させている場合は、具体的な内容を以下に記載すること。



	項　　　目
	　　　　　　　　　選　　　　　考　　　　　基　　　　　準
	調　　　　　査　　　　　事　　　　　項

	４. その他

	表彰の受賞等特筆すべき功績を有していること。

	(1)・電気保安関係の表彰の受賞がある場合は表彰の名称を調査し、受賞年月日、受賞区分、表彰者を記載する。
　 ・電気保安関係以外の表彰の授与がある場合についても表彰等の名称を調査し、受賞年月日、受賞区分、表彰者等を記載する。
　（表彰状の写し等を添付すること。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	
	(2) 社会の模範として特筆すべき事項を調査し、記載すること。
・自然災害への対応、事故等への対応、地域に対する貢献や団体等の要職があれば、その内容等を具体的に記載すること。（内容を示す根拠資料があれば、そのコピーを添付すること。）
以下の項目に該当があれば、□にチェックするとともに、具体的に内容を記載すること。

①下記イ、ロに定める事項で電気保安に該当するものがあるか。

□イ．自然災害への対応に大きく貢献している。

（内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ロ．事故等への対応に顕著な実績がある。

（内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　また、以下の例示Ａ又は例示Ｂのそれぞれの項目に該当があれば、□にチェックするとともに、具体的に内容を記載すること。

（例示Ａ）

□　奉仕活動に貢献している。

（内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□　自治体・警察・消防・民間団体等による感謝状がある。

（内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（例示Ｂ）

□　地域の活動（防犯活動等）に貢献している。

（内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□　町内会・学校等による感謝状がある。

（内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


